
































































































































































































































日　　　　本 韓　　　　国 イ　ギ　リ　ス国名及び@　指数N 消費者物価指数 卸売物価指数 消費老物価指数 卸売物価指数 消費者物価指数 卸売物価指数
1985 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
1986 100．6 95．3 102．8 98．5 103．4 104．3
1987 100．7 92．3 105．9 99．0 107．7 108．3
1988 101．4 91．9 113．4 101．7 113．0 113．2
1989 103．7 93．6 119．9 103．2 121．8 119．0
1990 107．0 95．0 130．2 107．5 133．3 126．0
（注）上掲｛表1｝は，日本銀行調査統計局編『経済統計月報』No，505（1989．4）～No．537（1991．12）をもと
　　に，筆者が作成したものである。なお，1985＝100．0とする。
　上記の｛表1｝からも明らかなように，物価変動の影響が最も小さいのは日本である。今日日本に
おいて，土地や株式に関する時価情報の開示が盛んに議論される一方で，戦後採用されていた「資産
再評価法」に代表されるような減価償却資産に関する再評価があまり議論されなくなった原因は，こ
のような物価の安定に帰するところが大であろう。
　次に韓国とイギリスをみると，イギリスのほうが韓国よりも消費者物価指数，卸売物価指数ともに
毎年上昇している。したがって，イギリスのほうが物価変動の影響が強いと言える。にもかかわら
ず，イギリス会社法において代替的会計規則として認められている資産の再評価は，韓国におけるそ
れとは異なり，資本維持を目的としていない。
　資産を再評価した場合，再評価額に基づいて減価償却費を計上すると，取得原価に基づく減価償却
費との差額分だけ利益は小さくなる。そこで1985年イギリス会社法は，分配可能利益を減少させな
いように，分配可能利益の計算上その差額分は実現利益と見なすという規定を設けている25）。この
ような会計処理によると，資本維持という効果は生み出されない。したがって，それは「効果として
の資本維持」を目的としているのではなく，資産および費用の「実態開示」を目的としているものと
思われる。イギリス会社法がこのような「実態開示」を目的としていることは，カレソト・コストに
よる資産の再評価が償却資産に限定されず，土地や株式を含むすべての資産に対して適用されること
からも明らかにされよう26）。
　それではなぜ今日物価変動の影響が韓国よりも強いイギリスにおいて「実態開示」が目的とされる
のに対して，韓国においては「資本維持」が目的とされるのであろうか。．
　その原因は，韓国においては政府部門が企業会計に対する絶体的な影響力をもっていて，国民経済
発展のための会計が指向されている27）という点に求められるであろう。したがってそのような会計
のもとでは，何よりも重要視されるべきは企業資本の育成であり，企業資本維持確保のために「資産
再評価法」が制定され，資産の再評価が行われるのである28）。このような会計制度は，経済目標に
もっとも貢献するように会計ルールが決定されることから，それは必ずしも中立的ではなくなる。し
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かしながら，今日の企業会計は企業の経済実態を中立的に写し出すことがその目的であり，資産の再
評価はそれが生み出す経済的効果ないしは影響からは独立して存在するべきである。
　けだし，韓国における資産再評価制度には，多くの改善余地が残されているものと思われる。
　2．比較可能性
　「特定企業に関する情報は，もしもその情報を他企業に関する同種の情報および当該企業の他の期
間または他の時点における同一の情報と比較することができるならば，非常に：有用性が高まることに
なる」29）。
　したがって比較可能性は，他企業との企業間比較および同一企業の期間比較によって会計情報の有
用性を確保するために要請される，情報の基本的資質であると理解される。
　韓国における資産再評価は，以下の諸理由により，このような会計情報の比較可能性を低減もしく
は侵害するものと思われる。
　「資産再評価法」によれば，「事業を経営するものは，再評価日現在その企業に所属する事業用資産
で国内に所在する資産に対しては，本法の定めるところにより再評価をすることができる」（皿．2．
再評価の対象参照）とされており，資産の再評価は企業の任意とされている。したがって，そこには
経営者の経営政策上の判断が必然的に介入することとなる。すなわち経営者は，資産再評価によって
受け入られるプラスの側面と，それによってもたらされるマイナスの側面とを考慮して，資産の再評
価を決定するのである。再評価によるプラスの側面としては，減価償却費の増加による法人税の軽
減，社債の発行限度額の増大，自己資本構成比率の改善，1株当りの純資産額の増大等があげられ
る30）。またマイナス側面としは，再評価税の納付，再評価積立金の資本組入後における配当の負担，
再評価額に基づく減価償却費の計上による利益の圧迫等があげられよう。
　このような経営者の判断に基づく資産再評価の任意性は，資産の再評価を実施した企業と再評価を
実施せざる企業との間の，企業間比較を損なうこととなる。
　また「資産再評価法」は，再評価日を基準として卸売物価指数が25％以上上昇したとできなけれ
ば，再び再評価を行うことはできないという制限規定を設けている（皿．2．再評価の対象参照。しか
しながら，前節において示した｛表1｝にも明らかなように，毎会計期間卸売物価指数が25％以上
上昇するとは限らない。したがって，一部の資産の評価においては，期間ごとに異なる評価方法が適
用され，それは同一企業における期間比較をも困難ならしめるのである。
　さらに「資産再評価法」によると資産の再評価は，「再評価日現在企業が所有するすべての資産を
対象とするのではなく，法令の規定による条件を満たした資産の項目中，一部だけを選択してその対
象とすることができる」31）とされており，このように再評価を個別的な一部の資産に限って行う場合
には，企業間比較，期間比較の両者ともに不可能となる。
　以上のような理由により韓国における資産再評価制度は，比較可能性という点からは是認しえない
ものであるといえよう。
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　3．　会計処理上の問題点
　（1）再評価積立金の取扱い
　第皿章において具体的に示したとおり，韓国において資産の再評価を行った場合には，資産の再評
価額から再評価日1日前の評価額を控除した再評価差額から，再評価日1日前の貸借対照表におけ
る繰越欠損金および再評価税等を控除した金額が，「再評価積立金」として積み立てられた。そして
この「再評価積立金」は，「商法」上も「企業会計基準」上も資本の性格を有するものとして認めら
れていると指摘した。しかしながらこのような「再評価積立金」が資本として認められるには，いさ
さか疑問の余地が残されているものと思われる。
　IAS16号「有形固定資産の会計」（Accountig　for　Property，　Plant　and　Equipment）によると，「有
形固定資産の再評価により発生した正味帳簿価額の増加額は，通常，（省略）再評価剰余金の科目を
付して，株主持分に直接貸記しなければならない」とされており32），資本として認識される金額は，
再評価額と正味帳簿価額との差額，すなわち「再評価差額」を意味しているものと思われる。
　しかしながら，韓国において資本として認識される金額は，「再評価差額」から繰越欠損金および
再評価税等を控除した残額である。それゆえ，本来資本として積立てられるべき「再評価差額」から，
繰越欠損金および再評価税という異質の取引により発生した項目が相殺されることとなるのである。
このような会計処理が，無条件に容認されるのは税法の影響によるものと思われるが33），だからと
いって，それは会計理論上は剰余金区分の原則（「企業会計基準」第11条第1項）や総額主義の原則
（「企業会計基準」第11条第1項）に反し，容認されるべきものではないものと思われる。
　（2）端数株の処理
　韓国「資産再評価法」によると，再評価積立金の資本金組入れに際して株主別に株式を交付した場
合に1株未満の端数株が生じた場合には，この端数金額は利益として処理することがてきるとされ
ていた（皿．6．再評価積立金の資本組入および8．会計処理の具体例参照）。しかしながら既に述べた
ように，「企業会計基準」においても，そして「商法」においても資本としての性格が認められてい
る「再評価積立金」の一部を，資本金への組入れに際して利益に戻入れるいう処理には疑問がある。
　例えば戦後日本の資産再評価制度では，「再評価積立金」の資本金組入れを促進するために「企業
資本充実のための資産再評価等の特別措置法」（1954年制定，以下「資本充実法」という）が施行さ
れていたが，1960年3月31日を含む事業年度から1962年3月31日を含む事業年度の直前事業年度ま
での各事業年度において実施された「資本充実法」によると，1株未満の端数株については，その端
数の合計数に相当する株式を企業が適正な価額で売却し，売却して得た金銭を端株主に分配するとい
う方式がとられていた34）。もちろんこのような会計処理に問題がないわけではないが35），維持すべ
き資本の額が減少しないという点からは，いったん資本として認識したものを利益に戻入れる韓国の
場合よりも理論的一貫性を確認することができる。
　韓国においては「企業会計基準」，「商法」ともに維持拘束すべき資本に該当するものとして，資本
金，資本準備金及び再評価積立金をあげている。ここで資本準備金には，株式払込剰余金，減資差
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益，合併差益の他に，会計上のいわゆる「その他の資本剰余金」にあたる国庫補助金，工事負担金，
保険差益，債務免除益等が含まれる（「企業会計基準」第57条，「商法」第459条）。すなわち，韓国
においてはそれが株主からの出資額であるか否かにかかわらず，企業サイドからみて維持すべきもの
が資本として把握されるのである。したがって当然「再評価積立金」も維持拘束すべき資本として認
められるのであるが，このような資本としての性格を有する「再評価積立金」の一部を利益に振替え
るという会計処理には，理論上問題があるものと思われる。
V　結 語
　以上本論においては，資産再評価が一般に認められた会計処理として認められる「企業会計基準」
を中心とした韓国企業会計制度の概要について説明し，韓国における具体的な資産再評価の方法及び
会計処理について解説するとともに，そのいくつかの問題点について指摘した。
　本論において指摘した，韓国資産再評価の問題点を要約すれば以下のとおりである。
　まず第一に，韓国においては資産再評価が適正な資産価額及び減価償却費の開示というよりむし
ろ，産業育成上の理由から企業資本充実のために行われているということである。
　本来企業会計は企業の経済実態を中立的に写し出すことがその目的であり，企業の資本維持という
効果を期待した経済的政策が介入すべきではない。資産再評価を行うとすれば，償却資産のみなら
ず，土地や株式等も含めた実態開示を目的とする資産の再評価が行われるべきである。
　次に，資産再評価の任意規定，制限規定及び一部選択適用可能性によって，会計情報の比較可能性
が損なわれるということである。
　韓国においても再評価の任意規定等が容認されるのは，再評価額に基づく減価償却費の計上によっ
て利益が極端に圧迫される恐れのある中小企業に対する救済措置であると考えられるが，それにして
もこのように選択の幅の広い資産再評価の許容は，情報の比較可能性を著しく困難ならしめる恐れが
あるものと思われる。
　最後に会計処理上の問題点があるが，再評価積立金の取扱及び端数株の処理の両者ともに，「企業
会計基準」においても，そして「商法」において資本として認識されるべきものの中から，異質の項
目を控除したり，利益として振替えるという会計処理は，理論上是認しえないものといいうるであろ
う。
　以上のような本論における問題点指摘の完全性は非常に乏しく，資産再評価を行うにあたって究極
の問題とされる，資本維持と分配可能利益との関係にっいて明らかにすることはできなかった。これ
に関しては，別稿における筆者の検討課題にしたいと思う。
　しかしながら，本論において指摘した，資本維持と実態開示，比較可能性，そして会計処理上の問
題点に限って検討してみた場合でも，韓国における資産再評価制度が情報の有用性にもたらす悪影響
について理解することは容易であろう。
　だからといって，筆者は韓国における資産再評価制度を全面的に否定するのではない。
一135一
情報の有用性を維持しながらも本来の目的を達成できるような，そのような新しい資産再評価制度
を侯ってやまないのである。
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さしあたりこの点に関しては，次の文献を参照されたい。
久野光朗「資産再評価論」片野一朗責任編集r資産会計論』，黒澤清主編・体系近代会計学，中央経済社，
1970年。伊藤邦男「資産再評価の「再評価」」『企業会計』第42巻第12号，1990年12月，14－20ページ。酒
井文雄「固定資産再評価の会計実務」『関西大学商学論集』創立70周年記念号，1955年1月，143－167ペー
ジ。
「資産再評価法」（旧日本）第109条の3によると，資産の再評価にかかわる再評価積立金は，1973年3月31
日，資本準備金として積立てるかまたはそれに組入れたものとみなされることとされた。
飯野利夫『財務会計論（改訂版）』，同文館，1983年，10－40ページ。
Orisini，　L．　L，　J．　P．　Mcallister，　R．　N．　Pari㎞，　Vaorld　Accounting，　Mattew　Bender，1990，　UK－46，
SSAP16号は，次のステートメソトにより撤回された。
Technical　Release　707，‘‘Statement　by　the　Accounting　Standards　Committee　on　the　Withdrawal　of　SSAP　16，
‘Current　Cost　Accounting’”，　June　1988，　par．1．
王舜模「韓国企業会計法の現状と問題点」r産業経理』第46巻第3号，1986年10月，91ページ。
「同上論文」，92ページ。
さしあたり韓国「企業会計基準」の具体的内容については，次の文献を参照されたい。
権泰股『韓国会計制度論一会計基準の継受に関する研究一』，同文館，1989年。高承禧『韓国会計原則の展
開』，檀大出版部（韓国），1986年。孫徳栄「韓国の改正『企業会計基準』」『鹿児島経大論集』第30巻第2
号，1987年7月，87－118ページ。
1958年「企業会計原則」及び「財務諸表規則」の内容については次の文献を参照されたい。
李海東・李成柱『改訂財務諸表規則解説』，一潮閣（韓国），1964年，附録。
趙嫡甲「韓国企業会計基準の新動向一企業の国際化・資本市場の開放などへの対応一」『会計』第131巻第
3号，1987年3月，65ページ。
これらの点に関しては次の文献を参照されたい。
金光錫『’76改正会計原則・財務諸表規則に従った新企業会計原則』，韓国税制新報社（韓国），1976年，
705－786ページ。
「株式会社の外部監査に関する法律」制定当時の同法施行令第2条によると，資本金5億ウォソ又は資産総
額30億ウォン以上を有する株式会社が外部監査対象企業とされていた。なお，現在では資産総額40億ウォ
ソ以上を有する株式会社とされている（「株式会社の外部監査に関する法律施行令」第2条第1項）。
権泰股『前掲書』，174－175ページ。
王舜模「前掲論文」，103ページ。
「企業会計基準」第92条の2第1項によると，「会社が資産再評価法の規定により再評価をおこなった場合，
当該資産は本基準の他の規定にかかわらず，その再評価額をもって計上する」とされている。
1958年「資産再評価法」は強制再評価として，1962年「資産再評価特別措置法」は任意再評価としてそれ
ぞれ施行されたのであるが，これらの具体的内容については次の文献を参照されたい。
Lee，　Samuel　S．0．，‘‘Korean　Accounting　Revaluation　Laws”，　Vo1．　XL，　No．3，　JULY1965，　pp．622－625．
森田哲彌教授は戦後日本において実施された一連の資産再評価を，「…原価主義会計からの離脱を意味する
ものではあったが，それらは，そのあとに原価主義会計が継続されることを予定した一時的な措置であっ
た」とされているが，これと同様韓国における1958年及び1962年の資産再評価も，急激なインフレーショ
ンに対する一時的な措置であったと思われる。
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森田哲彌「原価主義会計の問題点」森田哲彌責任編集『イソフレーション会計』，黒澤清主編・体系近代会
計学皿，中央経済社，1982年，4ページ。
李海東，李成柱『要解企業会計基準』，新韓税務文化社（韓国），1990年，281ページ。
ここで「等」としたのは，再評価積立金の処分として本文中に掲げたものの他に，「外貨換算調整勘定（借
方）」が認められるからである。なお，1990年改正以前の「企業会計基準」において「外貨換算調整勘定（借
方）」は繰延資産としての計上が認められていたが，現行の「企業会計基準」においてはそれは廃止され，
現在ではほとんど存在しないので本論においてこの説明は省略するものとする。
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